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都道府県間人口移動に伴う財政移転の推計結果とその含意
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Abstract

　The　aim　of　this　paper　is　to　show　the　estimation　re－

sults　and　their　signi負cances　of　the且scal　transfer　aris－

ing　from　inter－prefectural　migration．　The　estimation

method　by　which　the　results　in　this　paper　are　gained

is　shown　in　my　another　paper“Social　significances

and　an　estimation　method　of　the　fiscal　transfer　arising

from　inter－regional　migration”，ノbπ7〃α1σSooガα1εys一

彪規S伽4蜘Nα11，March　201a　published　by　Gradu－

ate　School　of　Social　System　Studies，　The　University　of

Kitakyushu．

The　basic　idea　of　this　paper　is　that　the　inteトregional

migration　means　not　only“movement”but　also“trans－

fer”of　economic　power　among　regions　from　point　of

the　region。　Here“transfer”means　the　movement　or

transaction　that　the　market　cannot　deal　with　or　com－

pensate　properly，　then“transfer”is　a　sort　of“market

failure”．　Therefore　the　inter－regional　migration　is　able

to　be　a　reason　of　redistribution　of　income　or　fiscal

adjustment　among　regions

The　main　results　are　as　follows．①The　values　of

fiscal　transfer　arising　from　inter－prefectural　migra－

tion　are　so　large　in　view　of　the　size　of　the　economy

in　prefectures　that　we　cannot　neglect②The　values

of　fiscal　transfer　may　be　plus　or　minus　and　they　are

very　di丘erent　from　each　other　among　Prefectures③

The　fiscal　transfer　has　the　function　which　transfers

the　economic　power　from　the　poor　prefecture　to　the

rich　one．④The　local　grant　tax　has　the　function　as　a

result　which　compensates　the　fiscal　transfer　arising

from　inter－prefectural　migratio駄because　there　is　the

tendency　where　the　larger　the　fiscal　transfer　i＄the

smaller　the　local　grant　tax　is．

Keywords：inter－prefectural　migratiou　fiscal　transfer，

　　　　　fiscal　adjustmenしmarket　failure

1．はじめに

　本稿の目的は，都道府県間の人口移動に伴う財

政移転の推計結果を提示して，その含意を明らか

にすることである。ここで，本稿の推計に先だっ

て，その社会的意義と具体的推計方法については

既に別稿に示した通りである1）。その意味で，本

稿は，別稿で示した本研究の社会的意義を背景に

もちつつ，その推計方法に基づいて推計した結果

を提示し，考察しようとするものである。その

際，分析対象としての地域は都道府県に，また期

間は平成7～12年に設定されている。

　以下では，本稿の主題である推計結果の提示と

その含意の説明の前に，次の3点について概観す

る。まず，①都道府県間人口移動について，財政

移転とは直接の関連なしに，1人当たり都道府県

民所得との関連で，日本におけるその一般的な実

態を一瞥する2）。次に，②日本における財政移転

について，人口移動とは直接の関連なしに，国民

経済計算及び県民経済計算に即して，一般的な実

態を概観する。最後に，③本稿における基本認識

及び用いられる用語について，その考え方・概念

の概要を説明する。ただし，これについては，詳

しくは注1）を参照されたい。

2．都道府県間人ロ移動の概要

　日本における戦後の都道府県間人口移動の推移

は，図1のように，高度成長期に増大して，その

　本稿は，平成23年度～平成25年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金（基盤研究（C）），研究課題名：地域間財

政調整と「地域会計」に関する研：究，課題番号：23530283）による研究成果の一部である。

1）関連拙稿論文［1］を参照。

2）「都道府県」は，誤解の恐れのないときには単に「県」と表記することがある。
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後漸減している。この図から分かるように，本稿

の対象とする期間は都道府県間人口移動の比較的

少ない期間である。人口移動は主として地方圏か

ら大都市圏への移動であるので，3大都市圏への

人口超過転入数をみると，図2のように，高度成

長期には3大都市圏への超過転入（純流入）は年

間65万人余もあったが，昭和50年には一時的には
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マイナス（純転出）になり，その後，増減を繰り

返して，現在は減少傾向にある。

　人口移動は経済成長・景気動向と密接な関係が

あり，しかも，図3のように，日本の戦後の経済

成長は地域間経済格差を縮小させるものであった

ので，地域間人口移動は，図4－1のように，1人当

たり所得の地域間格差と密接な関係がある。これ

によれば，戦後半世紀あまり，日本における都道

府県間人口移動と県民所得格差の間にはほぼ直線

的関係があり，所得格差が大きいときには低所得

の地方から高所得の大都市への人口移動が多く，

経済成長による地域間所得格差の縮小につれて地

方から大都市圏への人口移動が減少していること

が分かる。しかも，その両者の関係は極めて密

接である（有意水準1％で十分有意な関係が認め

られる）。図4－1によれば，回帰式の傾きは17．08で

あるので，昭和30から平成21年に到る約55年間に

は，1人あたり県民所得格差（最高県と最低県の

倍率）が1拡大すると，地方圏から3大都市圏への

人口純流入が人口1000人当たり17人増加していた

ことが分かる。

　戦後全期間については以上のような傾向性が認

められるが，その前半期（昭和30～48年）と後

半期（昭和48～平成21年）では，図4－2のように，

その傾向性について，2点において注意すべき相

違がある。まず第1に，傾向線の傾きの違いであ

る。前半期，昭和30年以降の高度成長期の約20年

間は，全期間（昭和30年～平成21年）とほぼ同様

の傾きを示している（全期間の傾きは上述のよう

に17．08，前半期のそれは20．12である）。しかし，

その後半期，第一次オイルショックによって高度

成長を終えて現在に到る約35年間は，緩やかな傾

き（2．78）となっている（所得格差に対する人口

移動の反応が小さくなっている）。第2に，その傾

向性の信頼の程度も弱くなっている。すなわち，
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図4－2に示したように，後半期の傾向を示す回帰

式の自由度調整済決定係数（FR2）は0。1080であ

り，前半期のα7856に比べて格段に小さくなって

いる。このことは，前半期は人口移動が所得格差

に極めて密接に関連していたが，後半期にはその

密接さが低下していることを示す。ただし，後半

期について前半期よりも傾向性の信頼の程度が低

下しているとはいっても，なお後半期の回帰式の

有意確率（P）は0．0266であるので，所得格差と

人口移動の関係は有意水準5％で有意な傾向を示

していることが分かる。もとより，前半期及び全

期間については，有意水準1％で十分有意である。

　このように，日本が高度成長を終えた後には，

所得格差と人口移動の関係が弱くなっている，す

なわち所得格差が人口移動に与える影響力が弱く

なっているのは，容易に想像できる。ちなみに，

図5は「物の豊かさ」と「心の豊かさ」のどちら

を重視したいかという質問に対する世論調査の結

果であるが，オイルショック前には「物の豊か

さ」重視が多かったにもかかわらず，それは次第

に減少し，昭和50年代前半には逆転して，「心の

豊かさ」重視が上回り，その差は拡大する傾向が

ある。このように，経済成長の恩恵が広く行き渡

図5
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るにつれて，1人当たり所得が増加するとともに，

その地域間格差がおおむね縮小し，その結果，地

方の良さも見直されて，所得格差の人口移動への

影響力が低下したものと考えられる。

　その意味において，先の図1に示したように，

都道府県間人口移動は減少する傾向が見られ，本

稿の対象とする推計期間（平成7～12年）は戦後

半世紀余のなかでは人口移動の少ない期間に当た

るので，後に推計結果として提示する人口移動に

伴う財政移転について，その国民経済に占める

ウェート・意義は，戦後全体を通じてみれば，こ

の推計結果よりも更に大きいであろうと推察され

る。

3．財政移転の概要

　本節では，人口移動に伴う財政移転の推計結

果を考察する前に，人口移動とは直接の関係な

しに，財政移転一般について国民経済における

位置づけをマクロ的に概観する。本稿における財

政移転の定義は次節で示すが，概ね次のようなも

のであると理解されたい。本稿の財政移転は，公

共（政府）と個人（家計）の間の移転（直接の反

対給付を伴わない移動）であり，受取・支払は公

共の観点から把握する。すなわち，財政移転受取

は，公共の家計からの受取（個人の公租公課や社

会保障負担など）であり，財政移転支払は公共の

家計への支払（公共が個人に対して行う教育，医

療など公共サービスへの支出）を意味する。

　このような財政移転を，国民経済全体としてマ

クロ的に示しているのは国民経済計算であり，こ

れに基づいて財政移転の大要を図6－1に示す。日

本における財政移転受取は昭和55年度には約40兆

円であったが，平成21年度には90兆円余であり，

30年間に約2．3倍となっている。これに対して財

政移転支払は約40兆円から130兆円へと同期間に3

倍余に増加している。したがって，その差である

財政純移転（政府の超過受取）は同期間にほぼゼ

ロ（受取と支払の均衡）から約マイナス40兆円（政

府の40兆円支払超過）となっている。とりわけ，

バブル崩壊後の失われた20年は，政府の財政移転

受取はほとんど増加しないにもかかわらず，財政

移転支払は直線的に増加している。

　このような動向を，移転受取と移転支払の中身

についてやや詳しく見たのが図6－2及び図6－3であ

る。図6－2によれば，財政移転受取の構成項目を

見ると，家計の社会負担（年金や社会保険料の負

担）は漸増しているが，家計の税負担はバブル崩

壊後減少しており，これが，上述の財政移転受取

停滞の原因であることが分かる。他方，財政移転

支払については，図6－3のように，支払主体であ

る一般政府と対家計民間非営利団体のうち，一般

政府の「現物社会移転以外の社会給付」（老齢年

金や生活保護費など）はかなり急激に増加してお

り，「現物社会移転」（医療保険給付や介護保険給

付にともなう政府の支出など）も増加傾向にあ

る。これに対して，対家計民間非営利団体の財政

移転支払も増加傾向にあるが，そのウェートは小

さい。したがって，財政移転支払いの増加は政府

の支払部分，とりわけ医療・介護等社会保障関連

のための政府支出の増加によるところが大きい。

　以上のように，財政純移転のマイナスが進む傾

向の原因は，政府の年金や医療・介護給付等の支

払が一様に増加する中で，他方では財政移転受取

の停滞　とくに家計の税負担が停滞している点に

あることが分かる。

　では，このような財政移転は国民経済の中でど

の程度のウェートを占めているのであろうか。図

7によれば，財政移転受取は昭和55年度には国民

所得の17．6％であったが，平成21年度には24．5％

に増加している。しかし，同期間に財政移転支払
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は17．3％から33．8％へさらに急激に上昇し，その

結果，財政純移転は同期間に国民所得の0．3％か

らマイナス9．3％へとマイナスで大幅にウェート

が高まっている。政府と家計との間の財政移転の

現在の規模としては，政府の家計への移転支払が

国民所得の3分1，純移転（政府の家計への移転の

支払超過）が国民所得の1割近くを占めるという

ことが分かる。

　以上は全国のデータであるが，都道府県ではど

のようであろうか。ちなみに，北海道について

は，図8のように，財政移転の規模も当然異なる

が，その道民所得（市場価格表示）に占める割
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合は，同じ期間（平成8から21年度）について全

国と比較すると，かなり異なる。すなわち，北海

道では，道民所得に占める財政移転受取の割合は

全国よりやや低めであるが大きな差はない。しか

し，財政移転支払の割合は全国を約10％前後上

回っており，したがって財政純移転の割合は全国

より10％前後下回っている（マイナスであるの

で，絶対値では10％前後大きい）。しかも，北海

道の財政純移転の道民所得に占める割合は，平成

8年度マイナス10，7％，21年度にはマイナス22．6％

であり，マイナスでかつその絶対値が拡大する傾

向がみられる。しかも，その全国との格差も次第

に拡大する傾向が見られ，平成21年度には13．3％

（財政純移転の国民（道民）所得に占める割合は，

全国マイナス9，3％，北海道マイナス22．6％，その

差13．3％）にまで拡大している。

　このように，本稿で扱う財政移転は国民経済に

とって無視できないウェートを占めており，その

ウェートは高齢社会を迎えて今後ますます高まる

と予想される。例示した道民経済にとっては，こ

の傾向はさらに強い。

　ここで，本稿における都道府県の財政移転の算

出について説明する。表1は，北海道の例につい

て，平成8年度～21年度財政移転の状況を示す。

これは，北海道の「道民経済計算」のなかの主と

して「制度部門別所得支出勘定」より必要項目を

取り出して作成したものである。他の県について

も，それぞれの県民経済計算より，同様の表を作

成し，拙稿関連論文［1］に示すように，それを

種々の資料と結びつけて，国民経済計算及び県民

経済計算と整合的な地域間人口移動に伴う財政純

移転を導出する。

4．本稿における基本認識と概念・用語の概要

　さて，以上のような財政移転についてのマクロ

的・一般的なイメージを得た上で，本稿の推計に

直接に関わる主要な概念を説明する。

（1）基本認識

　本稿における基本認識は，「地域間人口移動は，

（個人ではなく）地域の観点からは，経済力の単

なる移動ではなく，「市場の失敗」による「移転」

であり，その移転は地域間経済力格差の大きな

要因である，それゆえ，地域間人口移動は地域間

財政調整の根拠となり得る。」という認識である。

この基本認識を単なる認識に止めないで，地域間

人口移動の経済力移転を，財政移転の観点から推

計して数量的に提示し，その国民経済における含

意を明らかにすることによって，地域間財政調整

の根拠としての人口移動の意義・重要性が広く理

解・認知されるものと考える。

（2）公共・個人，移転・財政移転

　移転の主体は，県民経済計算では，制度部門と

して非金融法人企業，金融機関，一般政府，家計

（個人企業を含む），対家計民間非営利団体の5部

門であるが，本稿では，この概念を用いて，移転

の主体として「公共」と「個人」を次のように定

義する。

　　公共＝県民経済計算における一般政府及び対

　　　　　家計民間非営利団体

　　個人＝県民経済計算における家計（ただし，

　　　　　1人当たりに換算）

　　　　二県民経済計算における家計／人口

　本稿での移転は公共と個人の間の移転のみを意

味する。ここで，「移転」とは「直接の反対給付

を伴わない移動」を意味し，国民経済計算・県民

経済計算における「非市場生産者」の概念に通ず

るものである。また，財政移転は（個人の視点で

はなく）公共の視点から把握し，公共の受取（＝
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個人の支払）はプラス，公共の支払（＝個人の受

取）はマイナスとして，県民経済計算に即して，

次のように定義する。

　　璽ヨ二個人から公共への純移転

　　　　　　　＝財政移転受取一財政移転支払

　　財政移転受取二公共の家計からの移転受取

　　　　　　　　　　　　　　　　（1人当たり）

　　　　　　　　＝県民経済計算における制度

部門別所得支出勘定の家計（個人企業を含む）部

門の「所得・富等に課される経常税」＋「社会

負担」

　　財政移転支払＝公共の家計への移転支払

　　　　　　　　　　　　　　　　（1人当たり）

　　　　　　　　＝県民経済計算における制度

部門別所得支出勘定の一般政府及び対家計民間非

営利団体部門の「現物社会移転支払」＋「現物社

会移転以外の社会給付支払」

（3）現在移転・過去移転・将来移転・生涯移転

　財政純移転の中には，個人についての移転と，

地域についての移転があるが，まず，個人につい

て説明する。財政純移転を個人についてみると，

最も基本的な「現在移転」と，それから派生する

「過去移転」「将来移転」「生涯移転」の概念があり，

いずれも，「1人あたり」「1年間」のフロー概念で

ある。

　ある年の平均的な個人について各年齢における

移転を「現在移転」といい，たとえばt歳の人の

現在移転は0歳の人のt年後の移転と同値である。

また出生からある年齢より前までの移転の合計を

その年齢における「過去移転」とし，その年齢以

後死亡まで（その年齢を含む）の移転の合計を「将

来移転」とし，過去移転と将来移転の合計を「生

涯移転」とする。したがって，生涯移転は人の生

涯（出生から死亡まで）を通じての移転である。

　ただし，将来移転は利子率で割り引いて，ま

た，過去移転は利子率で増幅させて，それぞれ現

在価値に換算されている。また，過去移転につい

ては，既に過去のこととして確定しているので，

利子率で増幅させた（現在価値に換算した）各年

齢の移転の合計であるが，将来移転については，

その後の生存は確定していないので，（利子率で

割り引いた各年齢の移転を）さらに将来の生存率

で割り引いて，その合計として把握する。移転

は，当然のことであるが，プラスのこともあれば

マイナスのこともある。

　匡亟ヨs（t）＝t歳の人の1人1年間の「財

政純移転」

　塵鍾ヨq（t）＝t歳の人について，出生か

らt歳に達する直前までの現在移転の（割引率で

インフレートした）現在価値の合計

　圏r（t）＝t歳の人について，その年

齢から死亡までの現在移転の（割引率でデフレー

トし，かつ生存率で割り引いた）現在価値の合計

　匡涯璽］z（t）＝過去移転q（t）＋将来移転

r（t）

（4）転出移転・転入移転・転出入純移転

　次に，地域についての移転は，上述の1人当た

り過去移転や将来移転に人口転出数・転入数を乗

じたものであり，以下のように定義される。

　匿互豆鍾ヨQ＝ある地域について，ある年の転

出移転＝その年にその地域から転出した人の過去

移転の合計＝Σ［q（t）＊p2（t）］，

（p2（t）：t歳の転出数　Σ：t（年齢）につ

いての合計）

　厘遜ヨRニある地域について，ある年の転

入移転＝その年にその地域へ転入した人の将来移

転の合計＝Σ［r（t）＊p1（t）］，

　　　　　（p1（t）：t歳の転入数）
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転出入純移転Z＝転出移転Q＋転入移転R

　地域間人口移動に伴う，これら3つの地域間移

転は，いずれも，都道府県別・男女別・年齢別に

定義され，必要に応じて年齢計，男女計，都道府

県計の概念が用いられる。我々が最終的に求める

ものは都道府県ごとの財政純移転（1年間）であ

るが，これは，上述の転出入純移転より都道府県

ごとに男女計・年齢計を求めた額である。

（5）財政移転の概念の図示

　以上のような財政移転の概念について図示して

説明する3）。図9は，例として，北海道の男・1人

当たり移転（年齢5歳階級別，1年間）について，

現在移転・過去移転・将来移転・生涯移転を図示

したものである。折線ABCEFGHは現在移転

である。幼少年期は，財政移転受取（公共の個人

からの移転受取，公租公課など）は殆どないが，

財政移転支払（出産・育児・教育などに対する財

政支出など）は多いので，現在移転（財政純移

転）はマイナスである。青壮年期には，幼少年期

とは逆に所得稼得力が増大して財政受取（公共か

ら見るときの受取）が増えるので，現在移転は逆

図9

　環在移転と過去移転・得来移転・生涯移転の闘係
万円　　　　　　　　　　（1人当たリ、¶年網D亀海道・男

転してプラスとなり，定年後の老年期には所得が

少なくなり公租公課も少なくなる（公共の個人か

らの受取は少なくなる）が，医療・介護などの公

共支出は増えて，現在移転は再び（幼少年期と同

様に）マイナスとなる。

　過去移転や将来移転については，年齢ごとに異

なるので，たとえば年齢35～39歳についてみる

と，その現在移転は線分DEであるので，過去移

転はそれより左（境界DEを含まない）の面積（図

形ABCの面積（マイナス値）＋図形CDEの面

積（プラス値））となり，将来移転は現在移転D

Eを含んでそれより右の面積（図形DEFGの面

積（プラス値）＋図形GHIの面積（マイナス値））

となり，生涯移転はその両者の合計である4）。北

海道の男について，地域の転出移転は上記の定義

の通り，これら過去移転に転出数を乗じたものを

年齢について合計したもの，また，転入移転は将

来移転に転入数を乗じたものを年齢について合計

したもの，としてそれぞれ求められ，転出入純移

転はその両者の合計である。

曾50
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5．推計結果とその含意

　以上の準備のもとで，本稿の主題である地域間

人口移動に伴う財政移転の推計結果とその含意に

ついて述べる。推計結果は，47都道府県すべてに

ついて示す場合もあるが，3県のみ例示する場合

には，1人当たり県民所得の高位の東京都，中位

の山口県，下位の鹿児島県について示す。他の都

道府県は，もとより例外はあるが，概ねこの3都

県の間に位置すると考えて良い。また，2都県に

ついて例示する場合は山口県と東京都，1県のみ

の場合は北海道あるいは山口県について例示す

3）図9は，注1の拙稿の図2と同じであるが，これは，財政移転の概念を直観的に把握するための有用性が極めて高いと思

　われるので，あえて同じ図を載せた。

4）現在移転は連続関数ではなく離散的であるので，正確には，面積ではなく，各年齢における現在移転を示す線分の長さ

　の合計というべきである。
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る。

（1）男女別現在移転

　図9は，移転の概念を把握するために，北海道

の男を例として示した。そこで見たように，財政

移転の推計にとって現在移転（都道府県別，男女

別，年齢5歳階級別，1人1年間の「財政純移転」）

は出発点として重要である。ただし，現在移転

は，容易に想像されるように，男女別に違いが大

きい。その違いをみるために，図10は，山口県を

例として男女別現在移転を示したものである。幼

少年期には1人の男女の問で所得稼得力や享受す

る公共サービスにほとんど差はないので現在移転

にもほとんど差は認められないが，青壮年期には

主に所得稼得力の差を反映して現在移転は男が女

を大きく上回り，老年期には逆に男が女より低く

なる。この傾向はすべての都道府県について共通

である。

（2）現在移転・過去移転・将来移転・生涯移転の

　　関係

　まず，現在移転・過去移転・将来移転・生涯移

転の関係を図示する。図11－1と図11－2は，山口県

と東京都の男について現在移転・過去移転・将来

移転・生涯移転を示したものである。過去移転は，

図10

転出者について現在移転を出生から転出時直前ま

で合計したものであるが，幼少年期にはマイナス

の現在移転が累積されるので過去移転はマイナス

のまま絶対値が大きくなり，青壮年期になって所

得稼得力がプラスに転じるときに過去移転は最小

となって，その後所得増大とともに過去移転も増

大するが，しばらくはマイナスのままである。40

歳を過ぎる頃には，幼少年期の累積したマイナス

を帳消しにして過去移転がプラスに転じ，その

後，定年を迎える頃まで過去移転はプラスを累積

させて増大するが，定年を過ぎると個人から見る

と所得が減少して公共への負担が減少し，逆に年

金・医療・介護など公共サービスを多く受けるよ

うになるので，個人から見ると受取が多くなる，

すなわち，老年期には公共から見れば支払が多く

図11－1
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なって現在移転がマイナスに転じるので，過去移

転は減少に転じて，以後はそれが累積し，ついに

は過去移転がマイナスとなる。将来移転は過去移

転と反対の傾向を示し，それら合計である生涯移

転は，両者が相殺し合って年齢による大きな変化

はなくなる。なお，生涯移転は利子率や生存率に

よる割引（あるいは増幅）がなければ完全に水平

となる。

　次に，図12－1，図12－2，図12－3，図12－4より，

現在移転・過去移転・将来移転・生涯移転の都道

府県間での違いを見る。現在移転の年齢別の動向

は都道府県によってほぼ同じであるが，その程度

は大きく異なる。すなわち，東京都は1人当たり

所得が高いので，どの年齢についても他の都道府

県より現在移転の値は高い，すなわち，1人当た

りの公共の受取（個人の税負担など）は大きく，

公共の支払（個人に対する公共からの移転支出）

は相対的に小さい。他の財政移転，すなわち過去

移転，将来移転，生涯移転についてもほぼ同様で

ある。いずれにせよ，1人当たりの財政移転には

都道府県間で大きな差があることが分かる。

（3）人口の転出・転入

　上述の現在移転，過去移転・将来移転，生涯

移転は1人当たりの財政移転であるが，これより

地域の財政移転を求める場合には，これら1人当

たりの財政移転に人口の転出・転入を乗じて求め

るので，ここで，都道府県の人口転出入の状況を

図12－1
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みる。図13－1及び図13－2によれば，20歳ごろを中

心とする年代の移動が圧倒的に多い点は山口県も

東京都も同様であるが，その年代の転出及び転入

については逆の傾向が見られる。すなわち，山口

県では転出が転入より多く，逆に東京都では少な

い。したがって，純転入は山口県ではマイナス，

東京都ではプラスとなる。後に見るように，主と

してこの違いによって，人口移動が地域間財政純

移転に違いを生じさせることとなる。年齢別人口

移動の状況は，その地域の全国における状況（立

場・役割）を如実に反映するものであるが，本稿

図13－1

人口転入・転出・純転入（平成7～12年の年平均）

　　　　　山ロ県・男

図13－2

人口転入・転出・純転入（平戚7～12年の年平均〕

　　　　　東京茜・勇

の主題ではないので割愛する5）。

（4）年齢別の単年度転出入純移転・転出移転・転

　　入移転・転出入移転

　図14－1～図14－6は，地域の移転を，3都県の男

について示したものである。上で見たように，3

都県の男について，1人当たり財政移転（現在移

転など）も，また人口移動（転出入）も大きく異

なるので，それを反映して地域の移転には非常に

大きな違いが生じる。例えば，過去移転について

は，図14－2の東京都についてみると，図12－2より

分かるように，20歳頃の過去移転は大きなマイナ

スであり，また，図13－2に見られるように，20歳

頃の転出数は大きい。（この転出数は，図13では

マイナス表示にしてあるが，転出数そのものは，

もともと非負の数である。）したがって，東京都

の20歳頃の転出移転はマイナスでその絶対値は極

めて大きい。その他についても同様に理解でき

る。ここで，東京都は，他の2県に比べて人口規

模があまりにも大きいので，財政移転の規模も大

きい。そこで，東京都の部分を一部に限定して表

示したのが図14－5と図14－6である。

（5）地域の転出移転・転入移転・転出入移転

　以上の年齢別の地域の移転は，3都県の男につ

いてのみであるが，これを47都道府県の男女につ

いて求め，さらに，その年齢計・男女計を求める

ことによって，都道府県の財政移転を導出するこ

とができる。それを図15－1，図15－2，図15－3に示

す。

　移転には都道府県及び男女によって正負がある

ものの，東京都の人口移動が転出も転入も格段に

多いので，移転は絶対値において東京都が突出し

5）これについては．次を参照されたい。①吉村弘「都道府県の人口規模と人口移動」『地域経済研究』（広島大学地域経済

　研究センター）／93－17，1998年，②吉村弘「都道府県と政令市における人口移動とヒンターランド」山口大学経済学会r山

　口経済学雑誌』47（3）1－40，1999年，③吉村弘「人口移動とヒンターランドー広島県を中心として一」広島県『統計の泉』

　（583）2－11，1999年
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図15－1
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て大きい。都道府県間の相違は，主として都道府

県の1人当たり所得格差と転出・転入の状況（正

負およびその絶対値）に依るものである。

　地域間人口移動に伴う財政移転の結果を集約的

に表すのが図15－3の転出入純移転（男女計）であ

る。たとえば，東京都には1年間に8千億円近い転

出入純移転がある。すなわち，東京都から出て行

く転出者の移転は図15－1のようにマイナス2千億

円弱であり，これは，東京都が転出者の出生から

転出直前までの間に受け取った純受取額（東京都

が転出者から受け取った財政移転から転出者へ

支払った財政移転を差し引いた差額）を意味す

る。逆に東京都に入ってくる転入者の財政移転は

図15－2のように1兆円近くに達する。これは，東

京都が，転入者の転入から死亡までの問に受け取

ると予想される純受取額（東京都が転入者から受

け取るであろう財政移転から転入者へ支払うであ

ろう財政移転を差し引いた差額）である。これよ

り，転出移転と転入移転の合計である転出入純移

転は8千億円弱，すなわち東京都は地域間人口移



都道府県間人口移動に伴う財政移転の推計結果とその含意 （59）　－59一

動の結果として1年間に約8千億円弱の受取超過と

なる。

　このことは図11－2と図13－2より推測されること

である。ただし，この2つの図は東京都の男につ

いてのみであり，女については示されていないの

で，その点には注意が必要である。東京都の人口

移動の多い年齢は20歳頃であるが，その年齢で

は，転入が転出より遙かに多い。他方，同じ年齢

（20歳頃）の移転を見ると，将来移転はプラスで，

過去移転はマイナスであり，かつ，将来移転は過

去移転に比べて絶対値において何倍も大きい。し

たがって，転入と将来移転の積として求められる

転入移転はプラスで極めて大きな値となり，他

方，転出と過去移転の積として求められる転出移

転はマイナスで，その絶対値は（転入移転に比べ

て）遙かに小さい。したがって，転入移転と転出

移転の合計である転出入純移転は大きなプラスと

なる。

　このように，各都道府県について所得や人口移

動をつぶさに見ると，図15の3つの図は納得でき

る結果であることが分かるが，ここではその説明

は割愛する。

（6）転出入純移転の県民所得及び歳入決算総額に

　　対する比率

　以上のような財政移転は都道府県の経済にとっ

てどの程度大きさのものであろうか。ここでは，

県の経済規模を表すものとして県民所得と歳入決

算総額を採用し，図16－1及び図16－2によって，こ

の点を検討する。上述のように，転出入純移転

（男女計）は東京都のようにプラスで大きな地域

もあれば，北海道のようにマイナス600億円程度

図16－1
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の都道府県もあるが，しかし，一般に絶対値で見

て小さな都道府県が多い。ちなみに，絶対値100

億円未満は23県（全都道府県の49．0％），絶対値

200未満は31県（同66．0％）である。このように

みると，地域間人口移動に伴う財政移転は小さい

ように見える。しかしながら，そうではない。そ

の県民所得に対する比率（絶対値）は，図16－1の

ように，東京都の1，53％を最高としてかなり高

く，無視し得ない値である（絶対値の平均＝0．

32％，標準偏差＝2．28）。また，歳入決算総額に

対する比率（絶対値）は，図16－2のように，東京

都の11．60％を最高として平均2．28％（標準偏

差＝2．50）であり，2％以上の都道府県が17もあ

り，無視できない値であることが分かる。

（7）転出入純移転と1人当たり所得及び人口純転

　　入

　我々は，上述のように，転出入純移転を求める

際に，特にその基となる現在移転を求める際に，

1人当たり県民所得を活用し，また，現在移転か

ら求められる過去移転及び将来移転に人口転出入

を乗じることによって，転出入純移転を求めた。

したがって，本稿の主要な結果である転出入純移

転が1人当たり所得や人口移動と密接に関連して

いることは明白である。しかしながら，その導出

過程は多数の推計を積み重ね，多くのデータを組

み合わせる複雑な過程である。したがって，転出

入純移転が1人当たり所得及び人口純転入と実際

に密接な関連があるという点を，得られた推計結

果と既存の資料とによって確認しておく必要があ

る。以下では，その確認を行う。

　さて，人々の居住地選択の基準は高所得を求め

るだけではなく，とりわけ豊かな社会において

は，所得以外の都市的便益や自然との近接性な

ど，多様な要因が考えられる。それにもかかわら

ず，従来から指摘されているように，所得は依然

として人口移動の重要な要因であり，図17－1のよ

うに，1人当たり県民所得と人口純転入の間には

密接な相関がある。

　しかも，図17－2のように，地域間人口移動と人

口移動に伴う地域間財政移転の間には当然のこと

ながら密接な関係がある。ちなみに，図17－2にお

ける自由度調整済決定係数は0．5280，分散比（F）

は50．3，有意確率（P）は0。001より小さく，

したがって回帰式は有意水準1％で十分有意であ

る。

　ただし，図17－2において東京都と大阪府が例外

として除かれている点に関連して，横軸の人口純

転入について注意すべき点がある。本稿における

移転の推計に際しては，既に見てきたように，一

口に人口移動とはいっても，その構造，すなわち

転入・転出の別，男女別・年齢別の状況が重要で

ある。なかでも，年齢別人口移動には都道府県

間で極めて大きな相違があり，しかも，1人当た

り現在移転もまた年齢別に極めて大きな相違があ

る。したがって，人口移動を総計としての人口純

転入で捉えることは，人口移動の構造（すなわ

ち，転入・転出の別，男女別，年齢別の構成）を

無視することとなるので，人口純転入（横軸）と

人口移動に伴う地域間財政移転（縦軸）の関係に

高い相関が認められないとしても不思議はない。

　実際47都道府県すべてについては，図17－2と

同じ関係を見ると全体としての相関は低い。しか

し，それは，すぐ前で述べた理由によって，人口

移動の構造が他と著しく異なる例外的な都道府県

があるからである。その例外となるのは東京都と

大阪府であり，それを除くと，図17－2に示すよう

に，人口純転入と人口移動に伴う地域間財政移転

との間には密接な相関が認められる。なお，例外

となる具体的な理由は，東京都と大阪府では大き
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く異なるが，それについては割愛する。

　以上のように，1人当たり所得と人口純転入の

間にも，また，人口純転入と転出入純移転の間に

も密接な関係が認められるので，1人当たり所得

と転出入純移転との間にも密接な関係があると考

えるのが自然である。実際，図17－3のように，東

京都が例外的であるが，それを含んだ47都道府県

についてみても自由度調整済決定係数は0．5246，

有意確率P〈0．001であり，1人当たり所得と転出

入純移転との間には密接な関係が認められる。

　この図17－3より，1人当たり県民所得が高い都

道府県ほど転出入純移転が多い，ということが分

かる。高い所得を求めて1人当たり所得が高い地

域に人々が移動し，その人々には20歳頃の青年期

の人が多い。ところが，転入を受け入れる地域か

ら見ると，転入してくる青年期の人に対しては，

それまでの養育費などを公共が負担する必要はな

く，しかも，転入後には所得稼得力の旺盛な壮年

期を迎えるので，公共の提供するサービスを超え

る公租公課などを支払ってくれると期待される。

　したがって，1人当たり県民所得が高い都道府

県ほど転出入純移転が多い，すなわち，豊かな地

域ほど人口移動に伴う財政純移転を多く受け取

る，ということになる。かくして，「都道府県間

人口移動は所得の低い都道府県から高い都道府県

へ経済力（この場合は，財政）を移転する傾向が

ある」といえる。

（8）転出入純移転と地方交付税

　ところで，現在の地方交付税は，このような人

口移動に伴う財政移転を直接の根拠として算定さ

れているわけではない。すなわち，現在の地方交

付税の根拠は，地域間の経済的厚生格差の存在そ

のものを主たる根拠としており，その原因の如

何を主たる根拠とはしていない。その意味にお

いて，既に示したように，「社会保障的根拠」に

基づく地域間財政調整であるということができ

6）詳しくは注1）の拙稿を参照。
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る6）。では，現実の地方交付税は，推計された転

出入純移転（地域間人口移動に伴う財政移転）と

全く関係がないのであろうか，もし関係があると

したら，地域間人口移動に伴う財政純移転を補償

する方向に機能しているのか，あるいは，逆の方

向に機能しているのであろうか。以下では，この

点を検討する。

　図18ユは推計結果である転出入純移転と地方交

付税の関係を示す。全体として右下がり，すなわ

ち，純移転が多いほど交付税が少ない，という関

係が見られる。これによれば，転出入純移転が

1％増加すれば，地方交付税が0．52％減少すると

いう関係がある。この関係は，自由度調整済決

定係数05526，F値55．3で，有意確率P〈0．001で

あるので，有意水準1％で十分有意である。また，

この図において，地方交付税をその規模によって

12段階に分け，その規模ごとの財政純移転の平均

を求めて，図示したのが図18－2である。こうすれ

ば，全体として右下がりの傾向が更に明確にな

る。

　しかしながら，北海道と東京都は他の45府県と

はかけ離れた位置にあるので，この両者を除くと

図18－3のようである。ただし，埼玉県は東京都に

隣接して，東京都と似た傾向があるのでこれを例

外として除き，また，兵庫県は，推計対象期間が

ちょうど阪神淡路大震災の直後であるために交付

税（特別交付税を含む）が特別に多く，例外的で

あるので，これも除く。これら1都1道2県を例外

として除くと，図18－3のように，5％の有意水準

で右下がりの傾向がみられる。すなわち，「純移

転が多いほど交付税が少ないという傾向がみら

れ，地方交付税は人口移動に伴う財政移転を結果

的に補償する方向に作用している」ことが分か

る。とはいえ，現行の交付税制度では，その原則

の中に人口移動に伴う経済力移転を（少なくとも
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直接には）含んでいないので，当然のことながら，

その移転を十分反映しているとは言い難い。

（9）転出入純移転と道州制

　現在道州制が議論されているが，道州制のもと

での転出入財政純移転と交付税の関係について何

か予想できるものはないであろうか。もっとも，

道州制になれば，現在の47都道府県とは地域間人

口移動が変わるであろうと考えられるので，確か

なことはいえないが，現状を単純に延長するとす

れば，どうなるであろうか。国土形成計画につい

ては，道州制の地域分けの案と見なされる広域ブ

ロック案について様々な提案がある。その11ブ

ロック案のうち，北海道と沖縄というかけ離れた

特別の事情のためにそれぞれ1ブロックとされて

いる2つを除いた9ブロックについては，さらに，

北陸圏，中部圏，中国圏，四国圏をそれぞれ1つ

のブロックとする案と，そのうち北陸圏と中部圏

をまとめて北陸中部圏，また中国圏と四国圏をま

とめて中国四国圏とする案があるが，ここでは，

まとめる場合を検討対象として，結局7ブロッ

クについて検討する7）。図19は，この7つの広域

図19

転出入純移転と地方交付税（平成7－12年平均）

7広域ブロック（9ブロックノうち北海道・沖縄除く）

ブロックについて，転出入純移転と地方交付税と

の関係をみたものである。ただし，都道府県を広

域ブロックに統合する場合，純移転も地方交付税

も，現在の都道府県のデータをそのまま合計した

ものであり，正確に広域ブロックのデータとは言

い難いことに注意すべきである。

　そうすれば，図19のように，直線的な右下がり

の傾向が見られ，転出入純移転が多いほど交付税

は少ない傾向がみられ，道州制のもとでの地方交

付税は人口移動に伴う移転を結果的に補償する方

向に機能するであろうと予想するのが妥当であろ

う。

　以上のように，現行の交付税制度は，人口移動

に伴う地域間経済力移転（この場合は財政移転）

を結果として補償する傾向がある。しかし，上記

のように，その補償は移転を十分に補償するもの

となっているとはなお言い難い。
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　　　　　　転出入純移転（干億円）

6．おわりに

　本稿の目的は，都道府県間の人口移動に伴う財

政移転の推計結果を示して，その含意を明らかに

することであった。その結果，次の諸点が明らか

となった。①都道府県間の人口移動に伴う財政純

移転の規模は，都道府県の経済規模に照らして無

視できない大きさであること，②その財政純移転

は都道府県によってプラスの県もあればマイナス

の県もあり，その値は大きく異なること，③その

財政純移転は，所得の低い都道府県から高い都道

府県へ経済力（この場合は，財政）を移転する傾

向があること，④人口移動に伴う財政純移転と地

方交付税の関係としては，純移転が多いほど交付

税が少ないという傾向がみられ，地方交付税は人

口移動に伴う財政純移転を結果的に補償する方向

に機能していること，これである。

7）地方制度調査会「道州制のあり方に関する答申」の骨子」（平成18年2月28日）参照。
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　このような分析を試みたのは，はじめにも触れ

たように，次のような考えに基づく。すなわち，

現在の代表的な地域間財政調整の方法である地方

交付税は，経済的厚生格差の存在そのものを根拠

とするという意味で「社会保障的根拠」に基づく

ものであるが，これに対して，地域間財政調整の

根拠としては，それとは異なる原理である「移転

補償的根拠」もあり得るのであり，その1つとし

て地域間人口移動に伴う財政移転が考えられると

いうことを明らかにし，かつ，それが広く社会に

認知されるためには，その財政純移転を数量的に

推計した結果を提示することによって，この財政

純移転が国民経済にとって無視し得ない規模であ

ることを示すことが重要である，との考えに基づ

いている。

　その意味では，図1によれば，昭和30年～平成

22年の約半世紀の都道府県間人口移動は1億7642

万人であり，本稿の推計期間（平成7から12年）

の年平均の都道府県間人口移動は291万人である

から，前者は後者の約60倍である。したがって，

粗い言い方ではあるが，本稿の推計結果のほぼ60

倍の財政移転が昭和30年～平成22年の約半世紀の

間に生じたと推測できるといえるかも知れない。

（安部一成先生が亡くなられてもう1年余となります。

先生には，筆者の山口大学赴任以来40年余，本当にお

世話になりました。私を地域経済へと導いてくださっ

たのは先生でした。改めて感謝申し上げますと共に心

よりご冥福をお祈りいたします。2013．1．17）
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